
「福岡市一時預かり事業補助対象事業者選考」に関する質問と回答について 

 

令和８年７月３１日時点 

No. 質問事項 質問内容 回答 

１ 

福岡市一時預

かり事業実施

要綱 

第１２条 

配置基準 

 

一時預かり事業の利用児童につ

いて、本園の同学年クラスが実施す

る園外保育（散歩・遠足等）に同行さ

せることは可能か。 

可能な場合、福岡市一時預かり事

業実施要綱第 12 条に定める「専ら

当該一般型一時預かり事業に従事す

る」保育従事者の配置基準につい

て、園外保育に同行した場合も専任

性が保たれているとみなせるか。 

 

 

一時預かり事業の利用児童を、園外保育に同行させることは可能です。ただし、保護者への

事前説明を行い、同意を得た上で実施してください。 

 

園外保育に同行する場合も、本園の保育従事者と別に、福岡市一時預かり事業実施要綱第１

２条に定めるとおり、一時預かり専任の保育従事者を配置する必要があります。 

なお、園外保育中の時間帯に、園内に残る一時預かりの利用児童がいるなど、同時間帯にお

いて一時預かり実施場所が複数に分かれる場合は、それぞれの実施場所において、その人数

及び年齢に応じて、福岡市一時預かり事業実施要綱第１２条に定めるとおり一時預かり専任の

保育従事者を配置し、配置基準を満たしていただく必要があります。 

 

 

 

２ 

福岡市一時預

かり事業実施

要綱 

第７条 

実施時間 

 

一時預かり事業の利用児童につ

いて、事前に利用登録（利用申込）を

行った上で、本園が運行する通園バ

スを利用した送迎（バス通園）を行う

ことは可能か。 

可能な場合、同要綱第 7 条に定め

る「実施時間（連続した4時間以上）」

の算定上、バス乗車時間を実施時間

に含める必要があるか。 

 

差し支えありません。 

バスの送迎時間は、一時預かり事業の実施時間には含められません。 

なお、実施にあたっては、福岡県保育施設による児童の車両送迎に係る安全管理標準指針

を遵守してください。 

ただし、本事業においては、０～１歳児の送迎利用については、現時点では想定しておりませ

ん。 

詳細は、受託決定後、市と協議を行ってください。 



３ 
事業者募集要

項 

４ 補助金の

交付 

 

一時預かり事業を本園の既存事

業と一体的に実施する場合、事務経

費（事務職員人件費、賃借料等）は、

一時預かり事業に係る按分割合をど

のように算定すればよいか。 

按分の考え方（従事時間割合、面

積割合等）について、市が推奨する

算定方法があればご教示いただき

たい。 

あわせて、按分の根拠資料として

市への提出が必要な書類（勤務記録

等）はあるか。 

按分割合の例示は以下のとおりです。 

経費区分  

１．人件費 保 育 従 事

者 、 事 務員

等 

施設全体で給与を支払っている場合は、実支出額を利

用時間按分（一時預かり事業利用時間÷全保育利用時

間） 

２．管理費 

（施設の管理

に必 要な経

費及び施設

設 備 に 要 す

る経費等） 

賃借料 面積按分（一時預かり事業面積÷全保育室面積） 

賃借料以外

の管理費 

施設全体で購入・利用した場合は、実支出額を利用時

間按分（一時預かり事業利用時間÷全保育利用時間）） 

３．その他必

要な経費 

 原則として実支出額（施設全体で購入した場合は利用

時間按分（一時預かり事業利用時間÷全保育利用時

間）） 

 

現地調査の際や必要が生じた場合に、按分の根拠となる資料（利用時間、保育室の面積、勤

務時間が分かるもの等）のご提示をお願いする場合がございます。 

 

なお、福岡市一時預かり事業補助金交付要綱第 10 条に定めるとおり、同施設において、特

定教育・保育施設や、特定地域型保育事業、こども誰でも通園制度、特定教育・保育施設に該当

しない幼稚園及び企業主導型保育事業などの事業を一体的に実施している等の場合は、「事

務経費加算」については対象外となりますので、ご留意ください。 

  

４ 
事業者募集要

項 

４ 補助金の

交付 

 

福岡市一時預かり事業補助金交

付要綱の対象外経費（共通）として

「駐車場経費」が掲げられているが、

一時預かり事業の実施施設におい

て、保育従事者用ではなく、利用者

（送迎する保護者）の利便性向上の

ために別途賃借する駐車場について

も、同要綱に定める対象外経費「駐

車場経費」に該当するのか。 

 

駐車場経費については、利用者・職員用いずれの場合の用途でも、補助対象外となります。 



５ 
事業者募集要

項 

３公募の条件 

（３）事業の実

施について 

 

新たに認可外保育施設として一時

預かり事業（一般型）を開設する場合

を想定しており、下記の建物条件に

ついて、児童福祉施設の設備及び運

営に関する基準第 32 条第８号に定

める「２階に保育室等を設ける場合

の要件」を満たすものと解釈してよ

ろしいか。 

 

〇建物構造：鉄筋コンクリート造・耐

火建築物（建築基準法第 61 条の

規定による耐火建築物に該当） 

〇保育室等の設置階：２階 

〇２階への昇降手段： 

・常用：屋外階段（１系統） 

・避難用：常用とは別系統の屋外

階段（１系統） 

・いずれも、保育室等の各部分か 

ら階段までの歩行距離は 30ｍ以 

内 

 

 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準 第３２条（下記参照）に定める「２階に保育室等

を設ける場合の要件」を概ね満たしておりますが、確認は応募後の審査によります。 

 

（抜粋） 

八 乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室(以下「保育室等」という。)を二階に設ける建物

は、次のイ、ロ及びヘの要件に、保育室等を三階以上に設ける建物は、次に掲げる要件に

該当するものであること。 

イ 耐火建築物(建築基準法(昭和二十五年法律第二百一号)第二条第九号の二に規定する

耐火建築物をいう。以下この号において同じ。)又は準耐火建築物(同条第九号の三に規

定する準耐火建築物をいい、同号ロに該当するものを除く。)(保育室等を三階以上に設

ける建物にあつては、耐火建築物)であること。 

ロ 保育室等が設けられている次の表の上欄に掲げる階に応じ、同表の中欄に掲げる区分

ごとに、それぞれ同表の下欄に掲げる施設又は設備が一以上設けられていること。 

階 区分 施設又は設備 

２階 常用 １ 屋内階段 

２ 屋外階段 

 避難用 １ 建築基準法施行令(昭和二十五年政令第三百三十八号)第百

二十三条第一項各号又は同条第三項各号に規定する構造の屋

内階段(ただし、同条第一項の場合においては、当該階段の構

造は、建築物の一階から二階までの部分に限り、屋内と階段室

とは、バルコニー又は付室を通じて連絡することとし、かつ、同

条第三項第三号、第四号及び第十号を満たすものとする。) 

２ 待避上有効なバルコニー 

３ 建築基準法第二条第七号の二に規定する準耐火構造の屋外

傾斜路又はこれに準ずる設備 

４ 屋外階段 

（省略） 

ヘ 保育室等その他乳幼児が出入し、又は通行する場所に、乳幼児の転落事故を防止する設

備が設けられていること。 

 



６ 
事業者募集要

項 
３公募の条件 

 

（１）１事業者が、所在地の異なる複数

施設について、同一の公募回に同時

に応募することは可能か。募集要項

上、応募者・応募施設数についての

制限（１事業者につき１施設まで、等）

はあるか。 

 

（２）複数施設を同時に応募した場

合、募集予定数（５か所程度）との関

係で、選定審査上の取り扱いに何ら

かの影響（例：１事業者からの複数採

択には慎重な検討がなされる等）は

あるか。 

 

(1) 所在地の異なる複数施設について、同一の公募回に応募いただくことは可能です。 

１事業者が応募できる施設数についての制限はございません。 

 

（２） 複数施設応募いただいた場合でも、同一事業者であることによる選考審査上の取り扱

いに影響はございません。 

７ 
事業者募集要

項 
３公募の条件 

 

現在認可外保育園を 1施設運営し

ており、今年度新たにもう１施設開

設予定。 

それぞれの施設での申請は可能

か。その場合、開設者単位か、施設単

位か。また、同一法人の複数施設で

採択がされる可能性があるのか。 

 

複数施設での申請は可能です。質問６に記載のとおり、１事業者が応募できる施設数につい

ての制限はございません。施設単位での申請・事業実施となります。 

同一法人の複数施設で採択がされる可能性はございます。複数施設応募いただいた場合で

も、同一事業者であることによる選考審査上の取り扱いに影響はございません。 

８ 
事業者募集要

項 

４補助金の交

付 

 

幼稚園型認定こども園、こども誰

でも通園制度実施施設において一

般型一時預かり事業を実施する場

合、補助金交付要綱第１０条に定め

る「特定教育・保育施設」及び「特定

乳児等通園支援事業所」に該当する

ため、事務経費加算（別表３）の対象

外となるという理解でよいか。 

 

幼稚園型認定こども園やこども誰でも通園制度実施施設において、一体的に事業を実施す

る場合は、福岡市一時預かり事業補助金交付要綱の別表３の事務経費加算は対象外となりま

す。 



９ 
事業者募集要

項 

３公募の条件 

（３）事業の実

施について 

 

一時預かり事業の実施にあたり、

通常の教育・保育活動と同様の月

案・週案等のカリキュラム（指導計

画）の作成が必要か。必要な場合、様

式や記載事項について市が定める

基準・様式があるか、あわせてご教

示いただきたい。 

 

一時預かり事業の実施にあたりましては、保育所保育指針（平成２９年度厚生労働省告示第

１１７号）を適用いたしますが、単発の預かりの利用を前提としているため、月案・週案等の指導

計画の作成は任意としております。 

10 
事業者募集要

項 
２公募の概要 

一般型の場合、職員を常に配置し

ておかなければならないが、人件費

が賄えるほどのニーズがあるのか。 

一時預かり（一般型）の延べ利用者数は過去５年間にわたり増加しており、一定のニーズが

あるものと考え、今回新規開設事業所を募集するものです。なお、所定の休業日以外は原則開

所いただく必要がございますが、利用予約が入っていない日や時間について、配置は必須で

はありません。 

11 
事業者募集要

項 
２公募の概要 

 

公募の可能エリアについて、おお

よその公表は可能か。 

駅周辺等利便性が高い地域で一

定の利用児童が見込まれる場所、と

募集要項にあるが、あらかじめ見込

まれる地域で応募を検討したい。 

 

本公募においては、駅周辺等利便性の高い地域で一定の利用児童が見込まれる場所で開設

する事業者を募集しております。選定にあたりましては、既存の一時預かり事業実施場所との

バランスや全市的な配置バランスも一定考慮いたしますが、特定の地域を指定するものではあ

りません。 

12 
事業者募集要

項 

５事業者の選

定 

（５）提出書類 

土地建物が賃貸の場合で、新築予

定の物件を賃貸する場合、応募時点

で平面図・施設の写真・消防関連等

の書類が揃わないが、問題ないか。 

応募可能です。応募書類提出時に、理由書（任意様式、提出が間に合わない理由と提出予定

日を記載すること）を添付してください。 

なお、準備ができ次第、速やかに提出いただくものとし、遅くとも 10～11 月頃予定の選考

協議会の３週間前頃までにはご準備ください。 



13 
事業者募集要

項 

４補助金の交

付 

 

現在運営している小規模保育園を

増築又は新築で別棟を建築し、一時

預かり事業を応募予定。この場合、

運営費の事務経費加算について、事

務職員の配置は、一体的に事業をし

ているので対象外だが、建物賃料に

ついては一体的ではなく、新たに建

築するので事務経費加算の対象に

なるか。 

 

運営されている小規模保育園と事務職員の配置を一体的に実施している場合、事務経費加

算そのものが対象外となります。そのため、建物賃料についても事務経費加算としては対象外

となります。 

なお、事務経費加算が対象外の場合でも、運営費基本分の経費として、一時預かり実施にあ

たり必要な事務員人件費や建物賃料を計上することは可能です。 

14 
事業者募集要

項 
３公募の条件 

 

事業者要件「令和８年７月１日時点

において、就学前児童の預かり事業

の実績があること」および実施施設

の要件について。 

(1)福岡市外かつ開設後１年未満の

認可外保育施設の運営実績は、上記

の実績要件を満たすものとして扱わ

れるか。 

(2)現在運営する認可外保育施設が

福岡市外にある場合、応募時点で申

請者が保有できるのは市外発行の

証明書のみとなるが、これをもって

指導監督基準を満たす実績として扱

われるのか。 

(3)福岡市による正式な証明書の交

付および立入調査が、応募締切後か

ら選定までの間に完了する見込みの

場合、応募時点では市外発行の証明

書及び福岡市への手続き着手を示

す疎明資料をもって応募すること 

は可能か。 

 

（１）「就学前児童の預かり事業の実績」は、福岡市外での実績についても認めます。 

ただし、令和８年７月１日時点で、「当該施設が指導監督基準を満たす旨の証明書の交付

を受けており、申請時点における直近の認可外保育施設立入調査を受けて、改善指導を

受けていないこと。又は、改善指導を受けている場合は、その指導項目について改善措

置がなされていること。」は、福岡市外での実績についても必要となります。 

なお、「指導監督基準を満たす旨の証明書」が交付予定の場合は、実績としては認められ

ません。 

 

（２）他の自治体より交付されている「指導監督基準を満たす旨の証明書」がある場合は、本

公募要件の指導監督基準を満たす実績として認めます。 

 

（３）他自治体での実績分の「指導監督基準を満たす旨の証明書」及び福岡市への手続き着

手を示す疎明資料をもって応募することは可能です。 



15 

福岡市一時預

かり事業実施

要綱 

第６条第２号 

実施の要件 

 

「事業専用保育室の確保」(実施要

綱第６条第２号)について。 

(1)同条ただし書の「専用の部屋を

確保しなくても事業の実施に支障が

ないと市長が認める場合」とは、具

体的にどのような基準・事例を想定

しているか。 

(2)同一施設内で、一時預かり事業

(定員１０名・専用スペース確保)に加

えて、認可外保育としての月極保育

および市外在住者向けの一時預かり

(いずれも自主事業・常時１〜３名程

度)を少人数併設することは可能か。 

(3)併設が可能な場合、保育室の面

積基準(2 歳未満 3.3 ㎡/人等)の算

定はどの範囲か。一時預かり専用ス

ペースのみか、施設全体か。 

 

(1)個別の事案ごとに判断します。原則、専用の部屋が必須となります。 

 

(2)併設は可能です。なお、一時預かりと他事業を実施する時間や保育室などが同じ場合

は、各事業の実施にあたり法令で定められている設置や運営に関する基準を遵守してく

ださい。 

 

(3)一時預かり事業の保育室の面積基準については、施設全体の面積ではなく、一時預かり

事業のために必要な専用スペースの範囲で算定してください。 

16 
事業者募集要

項 
２公募の概要 

 

事業開始時期について、募集要項

では「原則令和８年度中(選定状況等

により協議の上決定)」とされてい

る。 

実施予定物件の引渡し時期が令

和８年１２月〜令和９年２月頃となる

場合、開設準備の完了および事業開

始が令和９年４月となることは認め

られるか。 

その場合、開設準備経費補助(令

和８年度中に開設準備完了が要件)

の取扱いはどのようになるか。 

 

 原則、令和８年度中（令和９年３月３１日まで）の開設としますが、物件の引き渡し等やむを得

ないと認められる場合は、令和９年度の開設（事業開始）についても認めます。開設日について

は、市と協議のうえ決定しますが、なるべく早期の事業開始をお願いします。 

 開設準備経費補助については、令和８年度中の開設準備完了が要件のため、令和８年度中に

完了しない場合は対象外となります。 



17 
事業者募集要

項 

４補助金の交

付 

 

開設準備経費補助について「交付

決定前に契約、着工しているものに

ついては対象としない」とされてい

るが、 

(1)選定結果通知(１１月予定)後、交

付決定前の期間に締結した賃貸借

契約に係る礼金・開設前月分賃借料

は補助対象となりますか。 

(2)選定通知後、交付決定の時期の

目安は。 

 

（１）対象外となります。 

 

（２）選定通知後、事業者より交付申請をいただいて１か月ほどを目安としております。 

18 
事業者募集要

項 

４補助金の交

付 

 

 

開設準備経費補助金「建物の改修

に必要な工事請負費」について、以

下は対象に含まれるか(いずれも建

物の構造体には関わらない工事を

想定)。 

(1)電気設備工事(分電盤・配線の増

設等) 

(2)都市ガスの引込み・配管工事 

(3)給食の受入れ・再加熱・保存のた

めのスペースの内装造作および厨房

機器(初度備品) 

(4)空調設備の設置 

 

 

いずれも、躯体など建物の構造体（柱や梁、壁、天井、基礎など）に関わらない工事かつ、一

時預かり事業の実施に必要な環境整備として行う場合は対象となります。 



19 
事業者募集要

項 

５事業者の選

定 

（５）提出書類 

 

提出書類「設置者の財務状況が分

かる書類(直近 3 年分)」について。 

個人事業主で令和８年４月開業の

ため、開業後の確定申告書がない。

また、開業以前は給与所得者として

複数の勤務先から給与を得ており、

配偶者の扶養の範囲内で確定申告

は行っていない。 

(1)開業以前の年分については、各

勤務先の源泉徴収票の写しを提出す

る理解でよいか。 

(2)源泉徴収票の再発行が期限に間

に合わない場合、市区町村発行の所

得証明書(課税証明書)をもって代え

ることは可能か。 

(3)開業後の年分について、月次試

算表、預金残高証明、事業計画書・収

支計画等による代替は認められる

か。必要とされる書類の範囲は。 

 

(1)お見込みのとおりです。 

 

（２）源泉徴収票が提出できない場合は、確定申告書の写しをご提出ください。市区町村が

発行する所得証明書（課税証明書）等により収入状況の確認が可能な場合は、参考資料

として提出いただくことは差し支えありません。 

 

（３）決算報告書（貸借対照表、損益計算書、財産目録）に相当する内容が分かる書類をご提

出ください。月次試算表、預金残高が確認できる書類、事業計画書、収支計画書等につ

いて、参考資料として提出いただくことは差し支えありません。 

20 

福岡市一時預

かり事業実施

要綱 

第１２条 

配置基準 

 

保育従事者の「専従」(実施要綱第

12 条)について。 

(1)同一施設内で自主事業(月極保

育等)を併設する場合、一時預かり

事業の実施時間帯において、一時預

かり業務に専任していれば「専従」と

認められるか。それとも雇用上、一

時預かり業務専属である必要がある

のか。 

(2)施設長が専従の保育従事者を兼

ねることは可能か。 

 

（１）一時預かり事業の実施時間帯において、一時預かり業務に専任していれば「専従」と認

めます。雇用上は、他事業との兼務でも差し支えありません。 

 

（２）施設長が専従の保育従事者を兼ねることは可能です。なお、一時預かりの対象経費とし

て算定できるのは、一時預かり事業にかかる経費のみとなりますので、ご留意ください。 



21 
事業者募集要

項 

４補助金の交

付 

 

別表１「保育従事者が全て保育士

の場合」について。 

この「全て保育士」の判定は、年間

を通じて事業に従事した保育従事者

全員によるものか。日毎の配置単位

で判定されるものか。 

例えば、通常は保育士２名で運営

し、臨時的に子育て支援員研修修了

者が従事した日がある場合、基準額

はどのように算定されるか。 

 

別表１「保育従事者が全て保育士の場合」を満たすのは、年間を通して、一時預かり実施のす

べての時間帯において、保育従事者が全て保育士の場合となります。 

 

質問の事例においては、別表２（別表１以外の場合）が適用となります。 

22 
事業者募集要

項 

５事業者の選

定 

（５）提出書類 

 

提出書類１５「市税に係る徴収金に

滞納がないことの証明書」につい

て、福岡市外在住・市外事業所の個

人事業主で福岡市税の納税義務が

ない場合、どの証明書をどの窓口で

取得すればよいか。 

 

居住地の市区町村税に滞納がないことが確認できる証明書をご提出ください。 

証明書の発行窓口に関しましては、居住地の市町村の税務担当窓口にご相談ください。 

23 

福岡市一時預

かり事業補助

金交付要綱 

第１５条 

補 助 金 の 交

付時期 

 

交付要綱第１５条ただし書に基づ

く概算払いは、初年度から適用され

るのか。適用される場合、交付の回

数・時期の目安(例:四半期ごと等)、

および年度終了後の精算・確定払い

の時期は。 

 

初年度から適用されます。参考として、令和７年度の概算払いの場合は、６・７・10・１月の 

４回払いで、年度終了後の精算・確定払いは翌年５月末頃です。 



24 
事業者募集要

項 
３公募の条件 

 

児童福祉法施行規則第３６条の

35 第１号ホでは、食事の提供につい

て「施設外で調理し運搬する方法に

より行う場合を含む」とされている。 

(1)当方が運営する連携施設(福岡

市外・自園調理)で調理した給食を実

施施設へ搬送して提供する方式は認

められるか。 

(2)認められる場合、実施施設側に

求められる設備(加熱・保存等)の具

体的内容と、搬送に関して遵守すべ

き衛生基準・届出は。 

 

 

（１）差し支えありません。 

 

 

  （２） 

 ＜外部搬入により食事の提供を行う場合の要件＞ 

  ・利用児童に対する食事の提供の責任が一時預かり実施事業者にあり、その管理者が、衛生

面、栄養面等業務上必要な注意を果たし得るような体制及び調理業務の受託者との契約

内容が確保されていること。  

・ 一時預かり事業実施事業所又はその他の施設、保健所、市町村等の栄養士又は管理栄養

士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある等、栄養士又

は管理栄養士による必要な配慮が行われること。  

・ 調理業務の受託者は、一時預かり事業実施事業者による食事の提供の趣旨を十分に認識

し、衛生面、栄養面等、調理業務を適切に遂行できる能力を有する者とすること。 

 ・利用児童の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アト

ピー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、利用乳幼児の食事の内容、回数及び時機に

適切に応じることができること。  

・ 食を通じた利用児童の健全育成を図る観点から、利用児童の発育及び発達の過程に応じ

て食に関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努め

ること。 

 

 【参考】 

＜食事を提供する場合（施設外で調理し運搬する方法により行う場合を含む）＞ 

・加熱や保存等必要な調理設備を備えること。 

・衛生管理や栄養管理、個々の離乳等の状況に応じた対応等について、「保育所における食

事の提供ガイドライン」（平成 24 年３月厚生労働省）、「授乳・ 離乳の支援ガイド」（令和元

年３月「授乳・離乳の支援ガイド」改定に関する研究会）を参照して対応するほか、食物アレ

ルギーを有するこどもについては「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン（2019 年

改訂版）」（平成 31 年４月厚生労働省）を参照し、医師の診断及び指示に基づき対応するこ 

とが必要であること。  

 



25 
事業者募集要

項 

５事業者の選

定 

（５）提出書類 

 

一時預かり事業を予定している建物

の耐震診断書類が、業者の都合によ

り 9 月末にしか準備できない。 

その場合は、耐震診断報告書のみ後

日提出することは可能か。 

質問の事例の場合も応募可能です。応募書類提出時に、理由書（任意様式、提出が間に合わ

ない理由と提出予定日を記載すること）を添付してください。 

なお、準備ができ次第、速やかに提出いただくものとし、遅くとも 10～11 月頃予定の選考

協議会の３週間前頃までにはご準備ください。 

 


